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おわりに
はじめに
1990年代に頻発した企業の不祥事をひとつの契機として，またグローパル・スタンダードと
いう大きな流れの中で，日本企業がっくりあげてきた経営の仕組み(ここでは日本型経営シス
(1) 
テムと呼んでおりは歴史的な転換期を迎えている。すなわち，経営資源の活用をめぐる問題
と企業の存在自体を問うコーポレート・ガパナンスに関する議論である。たとえば，後者に関し
ては，企業も種々の改革を始めており，なかでも取締役会の改革と株主重視の経営の 2 点が注
目されているといえよう。たとえば，日本経済新聞社が実施した「社長100人アンケート」によ
れば，経営体制の改革で最も重視されているのは「執行役員制の活用と取締役の削減J (24.6%) 
および「株主との交流の活発化J (16.6%) である。
日本企業における取締役会の特徴については，すでに多くの論者が様々な諸点を指摘してき
たが，つぎの 2 点に関しては大方の同意を得ることができょう。
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( 1 ) 田中三樹，矢倉伸太郎，福井正康 rr所有・支配・経営J からみた日本企業の百年 I 綿糸紡績企
業を事例とした経営史的研究(1)J r経営情報研究』第 4 号， 1999年， 30ページ。
( 2 ) 本稿はトップ・マネジメント全体をあっかうが，社長の選任および株主については別稿を予定
している。
( 3 ) r 日本経済新聞j 2000年 5 月 26 日，および『日経産業新聞j 2000年 5 月 26 日。
( 4 ) たとえば，以下を参照されたい。 i斉藤友明「現代企業の経営組織の実際」一寸木俊昭編『現代
の経営組織』有斐閣， 1983年240ページ;奥村昭博『日本のトップ・マネジメント』ダイヤモンド，
1982年， 26-31ページ;村沢義久『グローパル・スタンダード経営J ダイヤモンド社， 1997年;
森川英正『トップ・マネジメントの経営史j 有斐閣， 1996年;経済企画庁調査局編『日本的経営
システムの再評価』大蔵省印刷局， 1998年;経済企画庁経済研究所編『日本のコーポレート・ガ
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(1) 取締役会の多くのメンバーは内部昇進者により構成されており，かつ大所帯であるこ
と。よって，議論の場としての機能が十分果たされていたか疑問があること。
( 2 ) 取締役の多くは経営担当者であり，監視機能と執行機能とが同一人により行われてい
ること。したがって，監査役も含めて役員のチェック機能が有名無実化していること。
こういった諸点については，例えば，通産省の「新しい経営力指標j の作成に関わった近藤正
幸も， 1983年に同様の指摘を行っている。
(1)の内部昇進者が取締役会の多数を占めているという点については，週間東洋経済が行
っている調査によると，社内出身者は全体の72%に達している。安定株主に守られた日本企業
の社長は，取締役の選任を左右する人事権を掌握し社内への強い影響力を持つ。また取締役会
の会長を兼ねるケースの多いアメリカのCEO は圧倒的な権力を持つが，株主の代表者であり
取締役会の過半数を占める社外取締役の監視を受け，業績評価という市場からの厳しいチェッ
クにさらされている。当面はその選任に関わる利害関係の仕組みがどのようになっているのか，
どういった選任の方法やプロセスが有効であるのかについての実証的で多様な研究が必要で、あ
ると考えられよう。さらに，内部昇進者の選任のシステムやその評価については，アメリカの
CEO との比較を意味あるものにするためにも現状分析と共に，歴史的な研究の必要性を強調
しておきたい。
また， (2) の取締役が本来の機能を失ったことに関して，奥村はその原因について，社内の
経営担当役員がますますパワーを持ったこと，および株式が広く大衆に分散してしまったこと
をあげている。後者については，正確には法人による株式の相互持ち合いと言うべきであろう
バナンスー構造分析の視点から』大蔵省印刷局， 1998年。
( 5 ) 近藤の指摘する日本企業のトップ・マネジメントの特色はつぎの 3 点である。①最高意思決定
機関と最高執行機関の一致，②内部昇進型の多いトップ・マネジメント，③長期的視野に立つト
ップ・マネジメント。「ゼロ・サム経済下のトップ・マネジメント一通産省「新しい経営力指標j
から-J r週間東洋経済j 1983年 6 月 18 日号， 44ページ。
( 6 ) 週間東洋経済編『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版』東洋経済新報社， 2000年， 68ぺー
ジ。また，取締役の出自が「社内か社外かj という問題に関しては，本稿 1 節を参照されたい。
(7) たとえば，橋本は日本企業システムの問題点を論じて， r多少の論理的飛躍を恐れずにいえば」
という前置きに続けてJ現代企業最大の課題は内部昇進型の経営者のトップの選任の仕組みにあ
る」と指摘する(橋本寿朗「現代日本経済史研究の焦点J r社舎科学研究』第49巻第 1 号， 1997年，
3 ページ)。森川は内部昇進の専門経営者が築き上げた人的ネットワークの重要性を十分評価しな
がらも，昨今の経営者には強い批判を述べている(前掲『トップ・マネジメントの経営史j) 。ま
た，石井は長期内部昇進競争のフ。ロセス自体が専門経営者のチェック機能を果たしていると論じ
る(石井耕『現代日本企業の経営者』文民堂， 1996年， 88ページ)。アメリカ企業のCEOの選任
に関しては， CEOは市場に求めるべきなのか，あるいは内部昇進型が優れた評価を得ているの
か判然としないというのが正直なところで、はないのか(日経ビジネス rr市場」から CEO選ぶ米
企業ー 1 代限りではダメ，後継者問題が重要にH日経ビジネス J 1999年 4 月 5 日号;ジェームズ・
C ・コリンズ&ジエリー・ I ・ポラス・山岡洋一訳『ビジョナリー・カンパニー』日経BP出版
センタ一， 1995年， とくに第 8 章「生え抜きの経営陣j 。
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が，それはさておき，当時の専門経営者の独走をとりあげて，日本企業のように株主の規制力
が弱く，受託機能と執行機能が未分離であれば，この取締役会の形骸化という傾向は，ますま
す強くなると論じた。この指摘は，今日その正しさが証明されたわけであるが，同氏は取締役
会の再生については，日本型の利点と合理性を前向きに活用することが重要だ、と続けてい2:
(9 ) 
現在このトップ・マネジメントの改革が進行中である。この改革の中心は，一つには従前か
ら日本の取締役会の特徴であった受託機能と執行機能を分化すること，すなわち経営戦略・監
視・評価機能と業務執行機能との分担の明確化と意思決定の迅速化であった。よく知られてい
るように，この改革はソニーが1997年に導入した執行役員制度を鴨矢とする。その後同様の改
革は， 1999年 7 月末日の時点では，上場企業の205社におよんでおり，数年後にはほとんどの企
業が採用するとの主張もある。その目的は，既述のように経営戦略とコーポレート・ガパナン
スという企業経営の基本的課題に関わることにあるのはもちろんだが，一方で不況下のリスト
ラ策として肥大しすぎた取締役会をスリム化するといった問題も存在する。この改革は取締役
の人数を削減することは実現した。たとえば，最近の役員の動向をみると，全上場会社2 ， 432杜，
役員総数 3 万9 ， 931人，うち社外取締役は 1 万1 ， 194人であった。一昨年から企業数が増加して
いるにもかかわらず，役員総数は 2 年連続しでかなり大きな減少となっており，その理由の一
端として執行役員制を導入する企業が増加していることが考えられよう。しかし，取締役の構
成は内部出身者が中心であり(ソニーは10名中 7 名)アメリカ型とは異なる。ソニー流改革と
(15) 
いわれる所以である。なかには富士ゼロックス社のように，取締役15人のうち，社外取締役が
( 8 ) 前掲『日本のトップ・マネジメント j 37ページ。
( 9 ) 本稿では， トップ・マネジメントとは，取締役と監査役を指す。日本企業のトップ・マネジメ
ントは，受託責任を負う機関としての取締役会の機能に注目するのではなく，取締役会とは社長
が任命したトップ・マネジメントからなる支配集団，すなわち社長を項点とする支配集団の戦略
的態度を反映する(塩次喜代明「わが国トップ・マネジメント組織の構造と特徴J r松山商大論集』
第33巻第 3 号， 1982年， 30ページ)。
(10) ソニーの取締役会の改革については，商事法務研究会編『執行役員制の導入事例J 別冊商事法
務 NO.214 を参照。また，ソニーの森本上席常務はつぎの点を強調している。すなわち，執行役員
制の導入については，ソニーにはすでにカンパニー制が成立しており改革を受け入れやすい風土
が存在していたこと，またディスカッションのできる取締役会であったことである(森本昌義「執
行役員制を語る J 商事法務研究会編『社外取締役の展望』別冊商事法務 N0 . 225, 2000年 1 月，な
おこの森本氏と古田氏との対談は， r取締役の法務j 1998年 9 月号に掲載されたものの再録であ
る)。
(11) 前掲『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版j 68ページ。
(12) 吉田春樹『執行役員J 文春新書， 2000年。
(13) 箭内昇『執行役員』カッパ・フ^''/クス，光文社， 1999年。
(14) 前掲『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版j 68ページ。
(15) ソニー以後の執行役員制の導入と問題については，つぎを参照されたい。「ソニー流改革から 1
年J r 日経ビジネス j 1998年 7 月 20 日号; r執行役員制に 3 つのハードルJ r 日経ビジネス j 1999年
9 月 13 日号。
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11人を占めるというケースも誕生しているが，例外とみなしてよい。
トッフ0 ・マネジメントをめぐる改革がはじまるのとほぼ、同じころに，われわれは ii所有・支
配・経営j からみた日本企業の百年一綿糸紡績企業を事例とした経営史的研究j という課題のも
とに，共同研究を行った。 1996年にデータの収集から始めたが，その目的は主要企業の株式所
有構造および、トッフ0・マネジメントに関して， (l)データベースを作成すること，および( 2 ) 
個別企業のケース・スタディを行うことであった。株式所有構造について利用したデータは，
各社の発行総株式数と株主総数および各社上位トップ・テン株主の構成(役員，非役員，法人)
と所有株式である。また， トップ・マネジメントについては，取締役と監査役の構成と所有株
式である。対象とした産業は，日本の工業化を画する産業革命を牽引した紡績業である。その
理由としては，紡績会社はわが国でもっとも早い時期に，当初から大規模株式会社として設立
されたこと，また日本の工業化のプロセスにおいて浮沈を繰り返しながら現在まで存続してき
たことである。この事実は，比較経営史上世界で希有の現象で特記に値するといわれる。
この百年を越える歴史を有する紡績企業に焦点を当てて， (1) については，戦前期の有力企
業10杜と系譜上関連のある企業を含め全19社，また戦後については戦前との関係で 8 社を選ぴ，
各社のデータを収集し，その処理システムである「紡績経営データベースシステムJ (以下
ibouseki 2J と呼んでおりを作成した。また( 2 )については，戦前期紡績業全体の動向およ
び、鐘紡と倉敷紡績の事例研究を試みた。この共同研究については，当面は事例研究を積み重ね
ること，また最終的には昨今広く関心を呼んでいる企業統治問題に関連させて， iコーポレート・
ガパナンスの歴史的研究」として論じることが課題である。
ところで，上記共同研究には，いくつかの制約があったため不十分な点があった。そのひと
つは，戦前期大株主と役員の個人データの収集がほとんどできなかったことであり，この作業
を進め，さきの ibouseki 2J をさらに拡充し整備することが残されている。しかし，戦後期に
(16) r 日本経済新聞.1 1999年11月 28 日朝刊。箭内氏の調査によると，執行役員制度を導入した200社
中22社に社外取締役が就任している。しかし，社外取締役が過半数を越えているケースは横川電
機( 4 名中 3 名)のみである(前掲『執行役員.1 45-52ページ)。
(17) 共同研究については，以下を参照されたい。田中三樹『平成 8 -10年度科学研究費補助金基盤
研究 (B) (2) 研究成果報告書「所有・支配・経営J からみた日本企業の百年 綿糸紡績企業を
事例とした経営史的研究.1 1999年;前掲 rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年 I 一綿糸紡
績企業を事例とした経営史的研究( 1 ) J;福井正康，田中三樹，矢倉伸太郎 11所有・支配・経営」
からみた日本企業の百年 II 一紡績経営データシステムの構築J r経営情報研究J 第 4 号， 1999年;
田中三樹，矢倉伸太郎，福井正康 rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年 1 -綿糸紡績企
業を事例とした経営史的研究( 2 ) Jr産業と経済』第14巻第 1 号， 1999年。
(18) 米川伸一「戦後繊維企業の成長と戦略J r ビジネス・レビュー特集戦後経営史』第31巻第 2 号，
1983年， 29ページ。
(19) 矢倉伸太郎「明治30年代以後における鐘淵紡績株式会社の役員と株主についてJ r産業と経済』
第14巻第 2 号， 1999年;田中三樹「戦前わが国紡績業における株式所有構造とトップ・マネジメ
ント J r経営情報研究J 第 5 号， 2000年。
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ついては， r有価証券報告書J を利用することで，取締役と監査役の個人情報をある程度入手で
きる。したがって，対象企業としてとりあげた紡績 8 社のデータを一括して処理し，紡績業に
おける有力企業のトップ・マネジメントの動向と特徴を概観することが可能である。わが国の
トップ・マネジメントについては，現状分析や歴史的研究などすでに多くの研究がある。ただ，
特定の産業を対象にして，一貫したデータに基づいてかつ長期的な観点からのアプローチは管
見のところほとんどみられない。こういった点を補う意味も込めて，本稿ではトップ・マネジ
メントに関して，過年度にわれわれが実施した共同研究に基づいて紡績業戦後半世紀の動向を
概説することを試みた。
以上述べてきたことから，戦後における主要紡績企業のトッフ0 ・マネジメントを対象とした
歴史的研究は，従来の研究の空白を埋めることができょう。さらには，現在大きな転換期の中
で，改革が模索されているいわゆる「日本型経営システム」をめぐる議論にも一定の貢献がで
きると考えられる。
以下において， (1)では対象企業，時期設定およびデータ処理について述べ， (2) では今
回の作業に基づいて íbouseki 2J の整備を行い， (3) ではそれら企業の戦後の経営動向を概観
し， (4) では，紡績会社の役員に就任した全取締役と全監査役についてその特徴をいくつかの
指標を用いて述べ，最後に(5 )では設定した時期別の動きを追ってみることにしたい。
( 1 ) 対象企業，データ年次およびデータ処理について
よく知られているように，戦時期1943年に100万錘10社に統合されていた紡績業では，次の10
社で戦後のスタートを切ることになった。すなわち，大日本，東洋，敷島，大和，倉敷，大建，
鐘淵，富士，日清，および日東の各社である。われわれは，戦後の調査対象企業を決定するに
際しては，戦前で取り上げた19社との継続性を考慮した。上記10社のうち，日東紡績は戦前期
との関連がなく除外した。また，大建産業については，その紡績部門が呉羽紡績の名称で戦前
を受け継いだ。呉羽紡績は昭和41年 4 月に東洋紡績と合併したため，直接の調査対象とはしな
かった。ただ，両社の合併時以降に，呉羽紡出身者が新東洋紡の役員に就任した場合には，そ
の役員のデータ処理には呉羽紡での経歴を加えることとした。この点は後述する。
つぎに，大日本紡績は，昭和39年にニチボーと改称し，その後44年に日本レイヨンと合併し
ユニチカとなった。この 3 社については，便宜的に社名はユニチカで統ーした。もちろん，各
合併時以降の役員データ処理は，先の呉羽紡のケースと同様の扱いとした。
以上より，今回の共同研究では，ユニチカ，東洋，敷島，大和，倉敷，鐘淵，富士，そして
日清の各社を調査対象とすることとした。これら 8 社については，戦前期と同様の入力形式に
したがって， 1950年以降，隔年ごとに2000年までのデータ入力を行った。
(20) 入力の詳細については， rはじめにJ の脚注 (17) を参照されたい。
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今回利用した資料は『有価証券報告書J である。『有価証券報告書J には，役員の個人情報が
記載されている。基本的なパターンはほぼ同じであり，たとえば，最終学歴とその卒業年次，
入社年次，役員就任年次，その他重要な職歴である。ただ，入社後の職歴，関連会社の役員と
の兼任の表記には，各社ごとで若干異なっている点がある。また，外部組織の重要ポストに就
いている場合に，そのポストとの兼任関係は必ずしも明確に記されているわけではない。以上
を勘案して，ここではトップ・マネジメント(取締役と監査役)に関するデータ処理上の重要
なポイントー(1)入社年次の決定， (11) 内部昇進か否かの決定一社内出身者か社外出身者か，
およぴ (III) 役員在任期間の計算について記しておこう。
(1) 入社年次はいつか
a) 学業終了(中学，高校，大学，大学院)直後もしくは，終了後他社の経験なく入社し
た場合は，その時が入社時である。
b) 途中入社の場合
イ)調査対象企業同士の合併の場合
各役員それぞれの合併前企業の入社年次とする。
ロ)関連会社からの入社の場合
関連会社をどうのように考えるかは必ずしも容易ではない。この点に関しては，
矢倉伸太郎・生島芳郎編『主要企業の系譜図J を参照し，調査対象企業に入社する
以前の会社が先の系譜図上に登場している場合には，関連会社とみなし，イ)と同
様に処理した。また，系譜図上にない場合には，当該調査企業への入社年度を入力
した。
ハ)それ以外の会社からの入社の場合は，当該調査企業への入社年度を入力した。
c) 入社年次なしの場合
次の (11)において「社外出身者J と判断する場合は， もちろん入社年次なしである。
(例 1 )東洋紡:大角春康・取締役
(経歴)昭和28年 3 月 京都大学卒業
4 月 呉羽紡績入社
昭和41年 4 月 東洋紡入社
59年 7 月 向上取締役就任
このケースでは，既述のように呉羽紡績は昭和41年に東洋紡績に合併されたのであるか
ら上記 b) ロ)により昭和28年に東洋紡入社として処理した。
(21) 矢倉伸太郎・生島芳郎編『主要企業の系譜図』雄松堂出版， 1986年。
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(II ) 内部昇進か否か(社内出身者か社外出身者か)
日本企業のトップ・マネジメントの大きな特徴は，内部昇進の専門経営者が圧倒的多数を占
めていることである。本調査でもこの点を検討すでるが，すでに「社内か社外か」という表現を
用いたように，内部昇進には中途採用者も含むものと考えている。問題は，社内出身者とみな
すのかあるいは社外出身者と考えるのかについて，その判断の基準をどこにおくのかというこ
とである。この中途採用者に内部昇進の資格を与えることに関して，森川はその範囲の決定に
は理論的根拠や統計調査のマニュアルなどは求めようがないことであるとして， 10年のキャリ
アをその基準としている。また， 1975年に東洋経済がおこなった東京・大阪・名古屋証券取引
所全上場企業1681社の調査においても，明確な基準は記載されてはいない。さらに，すでに本
稿でも利用した『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版J の「トライアングル調査役員J
で用いられた「社外出身役員」の基準については，つぎのような回答をいただ、いた。すなわち，
「入社 5 年未満に役員になった人物の前歴を調査する J というルールのもとで， í他社経験があ
る場合は基本的に社外扱いとし，出向や前歴があっても入社 5 年以上経ってから役員に就任し
ている場合は社外ではない。ただ， 5 年については，目安であって大きな意味はない」。われわ
れの調査では，他組織の経験年数(複数ある場合は，それらの合計)と当該企業に入社して取
締役就任までの年数を比較し，後者が長い場合には内部昇進とみなすこととした。このことが，
中途採用者を内部昇進とみなすか否かを判断する基本線である。以下において，当該企業での
経験年数以外の点も含めて，処理手続きを述べておこう。
①「社内」出身者とする場合
a) 新入社員から一貫して当該企業に在籍している場合。
最終学歴卒業と同時もしくは他組織の経験なく入社した場合。
b) 関連会社に入社し，その後合併などにより当該企業に中途入社した場合。
c) 他組織を退職し，入社した場合。
(22) 森川英正「内部昇進型経営者企業の一考察J r慶応経営論集』第15巻第 2 号， 1998年， 5 ページ。
(23) 1 自社出身・社外出身j の区分については，次のように記されている。「取締役については，年
齢，学校卒業年次，当該企業への入社の時期，かつて在籍した(または現に兼任している)企業・
官公庁・大学等での在籍期間や地位，当該企業にはいってから取締役となるまでの経過，また当
該企業の株式の保有状況などを総合的に勘案した。そして，他企業等において幹部とみられる地
位にあったものが，当該企業に移って直ちに，あるいは比較的短期間に取締役になった場合，こ
れを「杜外出身j とした。他社の現幹部が，派遣的な意味合いで当該企業の取締役に就任したと
思われる場合にも同じ。他方当該企業の創業時，または創業後まもなく入社して短期間に取締役
となったなどの場合には， r 自社出身J とした (1特別調査上場会社役員の研究J r東洋経済統計月
報j 1975年11月号， 2 ページ)。
(24) 筆者(田中)の東洋経済新報社への問い合わせに対する第 2 編集局DB3 部大田直人氏よりの
2000年 6 月 5 日付けの回答。
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他組織の経験年数と当該企業に入社後取締役就任までの年数を比較し，後者が長い
場合。
d) 上記 a) - c) により入社し，役員に在職のまま関連会社役員を兼務している場合。
e) 取締役に就任したのち，監査役に就任した場合およびその逆の場合。
f)当該企業もしくは関連会社の役員を退任後，再度役員に就任した場合。
(例 2 )鐘紡:宮森和夫
(経歴)大正14年 3 月
4 月
昭和31年11月
39年11月
同上
43年 6 月
51年 7 月
向上
明治大学卒業
山口銀行入行
三和銀行取締役に就任
向上取締役副頭取辞任
丸善石油(株)取締役社長に就任
鐘紡取締役就任
向上退任
鐘紡監査役に就任
このケースは前記 e) にあたり，鐘紡取締役就任については「社外」として処理し，監査役
は「社内」として処理することとなる。
(例 3 )倉紡:宮脇正虎
(経歴)昭和12年 3 月 東京帝国大学法学部政治学科卒業
13年 4 月 日本油脂(株)入社
16年 1 月 三菱重工業(株)入社
22年 1 月 倉紡入社
43年12月 取締役就任
このケースは前記 c) にあたり，他社経験は 9 年であり倉紡入社から取締役就任までは21年
である。よって，このケースは「社内」として処理することとなる。
②「社外」出身者とする場合
1 )取締役の場合
①以外を「社外」とするが，例えばつぎのような場合である。
(例 4 )鐘紡:能勢尚志
(経歴)昭和39年 3 月 京都大学卒業
4 月 田辺製薬株式会社入社
50年 2 月 鐘紡に入社
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表 l 戦後紡績会社の「社外」取締役・一覧表
会社名 取締役名 1) 他社在職経験2) 他社在職期間3) 役員就任期間~)
ユニチカ 小幡謙三 積水化学工業 1933-72 1972-76 
桜井弘 積水化学工業 1934-72 1972-76 
山野速男 三和銀行 1942-72 1972-76 
平田豊 三和銀行 1948-77 1978-90 
小玉保次 三和銀行 1951-72 1972 
安井照生 コ和銀行 1953-82 1982-84 
内藤幸弘 三和銀行 1957-85 1986-88 
谷本健治 三和銀行 1958-89 1990-98 
江藤紀海 三和銀行 1967-99 1999 
足立博 東洋信託銀行 1930-71 1974 
鐘紡 白井嘩 三井銀行 1921-44 1954-58 
宮森和夫 三和銀行 1925-64 1968-74 
青木部朗 三井銀行 1937-78 1978-82 
内海勇 田辺製薬 1942-74 1982 
宮尾賢治 三井物産 1944-82 1984-86 
遠人昇 東洋レーヨン 1947-82 1982-88 
市島康久 三井銀行 1952-80 1980-88 
金子正人 三井銀行 1963-98 1998-99 
能勢向志 田辺製薬 1964-75 1984-90 
宮原卓 三井銀行 1964-95 1996-98 
光永誠之助 三井銀行 1967-98 1998-99 
敷島紡 増田孝男 野村銀行 1933-45 1950-56 
小玉弘 大和銀行 1965-96 1998-99 
奥谷在久 大和銀行 1969-90 1990-96 
富士紡 生田幸夫 三菱銀行 1936-65 1966-82 
高雄靖 三菱銀行 1939-76 1976-78 
田村義郎 コ菱銀行 1942-68 1968-74 
阿部裕正 三菱銀行 1949-80 1980-92 
松田暁夫 三菱銀行 1958-89 1990 
枝克己 三菱銀行 1960-93 1994-99 
蔵多正温 コ菱銀行 1962-91 1992 
倉敷紡 桜井武夫 帝国銀行 5) -51 1952-54 
星島義兵衛 正織 5)-47 1954-56 
京極興需郎 大阪大学 1950-62 1976-78 
cl主) 1) W有価証券報告書』の役員経歴は，必ずしもその様式が統一されているわけではない。たとえば，他社を経て調査
対象企業に入社した役員の経歴に関して，最終学歴卒業後に勤務した会社名やその入社年次の記載がないケースが
ある。この場合には，社内と社外とを区分するにあたり，卒業年次を役員略歴に最初に登場する会社の入社年次と
し fこ。
2 )他社在職経験については，他社経験が複数ある場合は，最長期間在職した会社名を記載した。
3) 他社在職期間は，最長期間在職した会社での年数とした。
4) 役員就任期間は ibouseki2J に入力されている年次で示した。したがって，実際の就任期間とは異なることが
ある。
5) 最終学歴終了年次および入社時不明。
- 43-
田中 三樹・矢倉伸太郎・福井正康
59年 7 月 鐘紡取締役就任
このケースは前記① c) 該当し，他社での経歴が長いことにより， í社外」として処理した。
「社外」出身の取締役については，表 1 にまとめておいた。
2 )監査役の場合
社外監査役が商法で規定される以前の時期について， í社外」出身者として処理したのは，例
えば鐘紡ではつぎのようなケースである。
(例 5 )鐘紡:松本蒸治
(経歴)明治33年 7 月 東京帝国大学卒業
農商務省入省
36年 6 月 東京帝国大学助教授
43年11月 向上 教授
大正 8 年 5 月 南満州鉄道株式会社理事
12年 9 月 法制局長官
13年 1 月 貴族院議員
昭和 9 年 2 月 商工大臣
14年 1 月 鐘紡監査役就任
20年10月 辞任
国務大臣
21年 5 月 辞任
25年12月 公益事業委員会委員長
26年 5 月 鐘紡監査役就任
このケースは鐘紡監査役就任までの経歴から「社外J として処理した。
(例 6) 鐘紡:杉道助役
(経歴)明治42年 3 月
昭和18年12月
21年12月
25年12月
28年 3 月
29年 5 月
慶麿義塾大学卒業
八木株式会社会長
大阪商工会議所会頭
毎日放送株式会社社長
国際電信電話株式会社取締役
株式会社毎日大阪会館社長
12月 鐘紡監査役就任
このケースは監査役就任までに鐘紡での経歴がなく「社外」として処理した。しかし，杉道
助は鐘紡社長武藤山治の縁戚関係者であり，杉が会長を務めた八木株式会社は鐘紡との取引関
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係がある。
(例 7) 鐘紡:中上川三郎治
(経歴)明治45年 3 月 慶嬉義塾大学卒業
4 月 大日本製糖株式会社入社
大正 3 年 千代田組入社
昭和 3 年 鐘紡監査役に就任
4 年 千代田組退職
19年 2 月 鐘紡，鐘淵実業合併し鐘淵工業設立され，監査役就任
このケースも監査役就任までに鐘紡での経歴がない。よって「社外J とみなした。
(例 8 )鐘紡:中上川勇五郎
(経歴)大正 7 年 7 月 京都帝国大学卒業
8 月 米国に留学，エジソン研究所入所
9 年11月 東京理化学研究所入所
13年 3 月 鐘紡入社
昭和14年 8 月 鐘紡退社
12月 日東化学工業(株)取締役に就任
15年 6 月 同社常務取締役に就任
22年11月 同社取締役退任と同時に同社監査役就任
33年 6 月 鐘紡監査役に就任
37年 5 月 日東化学工業(株)監査役を退任
このケースは鐘紡在職は15年 5 ヶ月であり，他社での経歴は 3 つの組織での職歴を加えると
24年を上回る。したがって「社外J である。
(例 9) 鐘紡:千葉二郎
(経歴)大正 8 年 3 月 東京帝国大学卒業
昭和13年11月 鐘湖実業(株)取締役に就任
19年 1 月 向上 取締役退任
20年10月 宮城県知事
29年12月 労働大臣
30年 6 月 東京農業大学学長兼理事長
34年 6 月 向上退任
40年 6 月 鐘紡監査役に就任
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表 2 戦後紡績会社の「社外」監査役・一覧表
会社名 監査役名 他社在職経験 他社在職期間 役員就任期間
鐘紡 松本蒸治 東京帝国大学 1903-19 1952-54 
杉道助 八木 1909-50 1956-64 
中上川二郎治 千代田組 1914-29 1950 
中上川勇五郎 日東化学工業 1939-62 1958-74 
富士紡 三宅川保ー 三菱銀行 1907-24 1950-60 
松井高緑 大同生命保険 1918-46 1950-62 
磯野正雄 三菱合資(銀行部) 1918-56 1962-72 
降旗憲二郎 三菱銀行 1934-70 1978-88 
秋山正 三菱銀行 1937-73 1974-76 
角岡喜久雄 二菱信託銀行 1939-68 1976-84 
堀江亘 三菱銀行 1948-83 1990-96 
山田浩夫 三菱信託銀行 1953-89 1990-96 
日清紡 岩崎清一郎 岩崎清七商店 1918-47 1952-68 
山本元三郎 近江商店 1921-46 1950-72 
森武臣 富国生命保険 1927-691) 1970 
古屋哲男 富国生命保険 1936-712) 1974-99 
松脇正三 東邦レーヨン 1938-73 1974-80 
高瀬敬一 東邦レーヨン 1948-82 1982-88 
竹田仁之介 東邦レーヨン 1953-90 1990-96 
(注) 1) 社長就任は1953年。交代時は不明。
2) 社長就任は 1971年。交代時は不明。
なお，平成 5年の商法改正以後に就任した社外監査役は含まれていない。その他は表 1 に同じ。
千葉については，前ページの略歴から昭和13年鐘淵実業取締役就任までの19年間は一貫して
鐘淵実業に在籍していたとみなした。その後退任するまでの 5 年余を加えて鐘紡関連会社の在
職期聞は24年余である。退任後宮城県知事となってから昭和40年の鐘紡監査役就任までは21年
であり，① c) より「社内J と判断した。
上記「社外J 監査役 4 例中，松本を除く 3 例は鐘紡と何らかの関係がある。すなわち，中上
川三郎治は中上川彦次郎の三男であり，また中上川勇五郎は同じく五男である。したがって，
「社内」と考えてもよいケースである。「社外J 出身の監査役については，表 2 にまとめておい
た。
(III) 在任期間の計算について
今回の戦後のデータは，既述のとおり対象企業について隔年ごとに収集したものであるので，
在任期間はつぎの式により計算した。
在任期間=(データとして登場する最終年次一最初の年次)+2
上記在任期間の計算には，就任前後に誤差が生じる可能性が残されているが，大勢には影響
はないと考えてよい。
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( 2 ) 「紡績経営データベースシステムJ の整備と拡充
我々は Microsoft Access を利用して，株式，株主，役員に関するデータベースを作成し，ク
エリー機能を用いて種々の検索を進めて来た
が，今回新たに検索機能に改良を加え，
副置闇fcfM'.. ;a ........ 一一一一一一一巡
検索 ~:~: 酋節:伊右プ守揮官官プf: jt~~~~~~~~~~~議議:~~~~議:~~~~~~t~~~11
項目も追加した。 ここでは， これらの点につ :酉震2 持??!?烹貰~
いて解説する。 .企業者
これまで我々は検索に際して， 企業名を指
定する場合と全社の合計をとる場合とで処理
を分けていた。今回は企業名の中に「全社」
の項目を加え， さらに種々の会社の組み合わ
せにも柔軟に対応できるよう， 検索方法を変
更した。 また， 役員の履歴等についても， 官、ー 図 1 メインメニュー
れまでは役員毎に処理を分
けていたが， 新たにメイン
メニューに役員区分の項目
を設け， この中で会長・社
長等， 必要な役員について
特定できるようにした。具
体的な画面は， 図 1 に示す。
これらの機能を実現する
表 3 会社判別用プログラム
Function kaisha Csel As Integer. x As Variant) 
Select Case sel 
Case 0 .全社
kaisha =1 
Case Else .個別会社
If x = sel Then kaisha = 1 Elese kaisha = 0 
End Select 
End Function 
表 4 役員判別用プログラム
Function yakuin (se1 As Integer. x As Variant) 
Case 7 .監査役，相談役以外の取締役
As Integer 
Se1ect Case se1 
Case 0 .会長
If x = 1 Or x = 2 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 
立 (x > = 1 And x > = 12) Or x = 17 Then yakuin = 1 
Else yakuin = 0 
Case 1 .社長 Case8 ・監査役
If x = 3 Or x = 4 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 If x = 13 Or x = 14 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 
Case 2 .代表権者 Case 9 .相談役
If x Mod 2 = 1 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 If x = 15 Or x = 16 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 
Case 3 .副社長 Case 10 .取締役副会長
If x = 5 Or x = 6 Then yakuin = 1 Else yakuin = 0 1 f x =17 Then yakuin = 1 Else yakuin = 0 
Case 4 .専務 Case 100 .すべて
If x = 7 Or x = 8 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 yakuin = 1 
Case 5 .常務 Case Else 
If x = 9 Or x = 10 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 yakuin = 0 
Case 6 '平取締役 End Select 
If x = 1 Or x = 12 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 End Function 
(25) 前掲rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年II-紡績経営データベースシステムの構築-J
83-97ページ。
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ため，我々は新たにモジュールに表 3 と表 4 のプ
ログラムを追加した。表 3 のプログラムは変数
sel に，全社なら 0 ，個別会社ならそのコードを与
え，その関数の値が 1 か否かで会社を選択するよ
うに作られている。この方法を拡張すると種々の
会社の組み合わせに柔軟に対応できるようになる。
表 4 のプログラムも同様な考え方で作られている
が，この中で役員の区分名と役員コードとの関係、
が与えられている。ここで，プログラム中に取締
役副会長の役職名が見えるが，これはデータを再
岡崎芭浦戸田町盟国園田園田一審
図 2 役員就任データメニュー
検討している段階で，新たに見つかったもので，役職リストテーブルに役職コード 17 として付
け加えられた。
さらにこれまでの検索項目に加えて，今回新たに，就任した役員に関する検索メニューを付
け加えた。この画面は図 2 で与えられる。これは，ある役員が注呂している役職に最初に就任
した時点のデータを元にしており，各役員については時系列中に 1 度だけ登場する。
表 5 役員データメニュー
名 称 概 要
役員就任数 就任した役員数や平均年齢等について表示する。年度，就任役員数，平均年齢，入社からの平均年数，卒業からの平均年数，平均在任期間
役員就任数 就任した役員数を線グラフで表示する。
グラフ
入社から 就任した役員の入社・卒業からの平均年数を線グラフで表示する。
グラフ
役員就任年齢 就任した役員の年齢構成を表示する。年度， 30代， 40代， 50代， 60代， 70代， 80以上
役員就任年齢 就任した役員の平均年齢を線グラフで表示する。
グラフ
役員就任区分 就任した役員の入社時の区分について集計して表示する。年度，卒業と同時入社，他社経験 5 年未満，他社経験 5 年以上.取締役として入社，天下り.社外，不明，合計
役員就任区分 就任した役員の入社時の区分について，年度毎に円グラフで表示する。
円グラフ
役員就任学歴 就任した役員の学歴区分について集計して表示する。年度.大学・大学院，高専，高等学校.その他，不明，合計
役員就任学歴 就任した役員の学歴区分について.年度毎に円グラフで表示する。
グラフ
役員就任社内外 就任した役員の社内.社外区分.事務系.技術系区分について集計して表示する。年度.人数.社内.社外，不明，事務，技術，不明
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具体的な検索項目の内容と出力データについては，表 5 にまとめる。
付記 本稿は1996-1998年度科学研究費補助金基盤研究(B)(2) rr所有・支配・経営」から
みた日本企業の百年一綿糸紡績企業を事例とした経営史的研J (課題番号08453020) による研究
成果の一部である。
なお，本稿で利用した『有価証券報告書.1，社史，各種資料の閲覧などについては，神戸大学
経済経営研究所附属経営分析文献センターの皆様，とりわけ関口秀子先生のお世話になった。
改めてお礼申し上げる次第です。
また，データの整備，入力およびコンビュータの利用などについては，福山平成大学・経営
学部・経営情報学科助手・細川光浩そして奥田由紀恵両氏の多大なるご協力とご教示を項いた。
感謝申し上げます。
(未完)
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